
災害被害を軽減するには・・

国民一人一人の防災意識
地域コミュニティの防災力

日頃からの備えを実践する
国民運動の展開が必要

基本は

中央防災会議 「災害被害を軽減する国民運動の推進
に関する専門調査会」 について

経 緯

◆平成１７年７月２６日、中央防災会議の下に
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検討事項 ○国民運動を推進するための基本方針（平成17年度末まで）
○ 国民運動の推進に向けた取組の具体的な推進手法（平成18年末まで）

平成18年度防災対策の重点
（平成17年7月26日

中央防災会議決定）

「個人個人の自覚に根ざした自助、地
域コミュニティ等における共助の取組
みも減災社会の実現のためには不可
欠であることから、国民一人一人の防
災意識及び地域コミュニティ等の防災
力を向上させるべく、国民運動を展開
していかなければならない。」

「地震防災戦略に掲げた『今後10年
で死者数及び経済被害額を半減させ
る』という『減災目標』を達成するため
には、社会全体でその目標を共有し、
生命、身体、財産を守るための具体的
な行動を実践する国民運動を展開し
なければならない。」

平成17年版防災白書
（平成17年6月14日国会提出）

背 景

国・地方公共団体
による

「公助」

国民一人ひとりや企業が
自ら考えて取り組む

「自助」

地域の多様な主体が

協働するﾈｯﾄﾜｰｸを築く

「共助」
連携が重要

資料３

1



検討経過

基本方針

報告書

第１回 平成１７年１２月 ９日（金） 国民運動の背景、趣旨について
第２回 平成１８年 １月３０日（月） 基本方針の作成に向けた論点について
第３回 平成１８年 ３月 １日（水） 基本方針の作成に向けた骨子（素案）について
第４回 平成１８年 ４月 ３日（月） 基本方針とりまとめ

第５回 平成１８年 ５月２２日（月） 具体的な推進手法検討の今後の進め方について
第６回 平成１８年 ７月 ６日（木） 「地域社会における幅広い連携と参加の拡大」
第７回 平成１８年 ９月１３日（水） 「地域社会における幅広い連携と参加の拡大」

「安全への投資や防災活動のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞづくり」
第８回 平成１８年 ９月２７日（水） 「地域社会における幅広い連携と参加の拡大」

「安全への投資や防災活動のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞづくり」
第９回 平成１８年１０月 ６日（金） 「安全への投資や防災活動のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞづくり」
第10回 平成１８年１０月３０日（月） 「災害をｲﾒｰｼﾞする能力を高めるｺﾝﾃﾝﾂの充実」
第11回 平成１８年１１月 ７日（火） 「災害をｲﾒｰｼﾞする能力を高めるｺﾝﾃﾝﾂの充実」

「テーマ横断的に取り扱う事項」
第12回 平成１８年１１月１０日（金） 「テーマ横断的に取り扱う事項」
第13回 平成１８年１２月 １日（金） 全体振り返り
第14回 平成１８年１２月１３日（水） 報告書とりまとめ

「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」
平成18年4月21日第17回中央防災会議決定

「災害被害を軽減する国民運動の具体化に向けた取組について」
平成18年12月13日専門調査会報告
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